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平成 14 年３月期  決算短信（連結） 

平成 14 年５月 15 日 
会 社 名 日本システム技術株式会社         登録銘柄 
コード 番号 ４３２３                 本社所在都道府県   大阪府 
（ＵＲＬ http://www.jast.com）  
問い合わせ先  責任者役職名 取締役経理部長 
        氏    名 永 緑 忠 夫      ＴＥＬ（０６）６４５６－３９０１     
決算取締役会開催日  平成 14 年５月 15 日 
米国会計基準採用の有無   有 ・ 無 
 

１．14 年３月期の連結業績（平成 13 年４月１日～平成 14 年３月 31 日） 
(1) 連結経営成績                           （百万円未満切捨て） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  
 
14 年３月期 
13 年３月期 

百万円   ％ 

7,236（15.1） 
6,285（16.7） 

百万円   ％ 

955（14.4） 
834（42.1） 

百万円   ％ 

903（10.9） 
814（48.7） 

 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整 後 
1 株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 

 
14 年３月期 
13 年３月期 

百万円   ％ 

477（69.4） 
282（40.8） 

円 銭 

113   17 
946   53 

円 銭 
   ― 
   ― 

％ 

  23.0 
  19.5 

％ 

  18.2 
  17.8 

％ 

12.5 
13.0 

 

(注) 1．持分法投資損益     14年３月期 ― 百万円  13年３月期 ― 百万円 

   2．期中平均株式数（連結） 14年３月期 4,223,230株  13年３月期 298,143 株 

   3．平成 13年８月１日付で株式１株につき10 株の株式分割を行っております。なお、１株当たり 

     当期純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

   4．会計処理の方法の変更   有 ・ 無 

   5．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  
 
14 年３月期 
13 年３月期 

百万円 

4,994 
4,942 

百万円 

2,426 
1,721 

％ 

  48.6 
  34.8 

円  銭 

  550   96 
4,195   41 

 

（注） 期末発行済株式数（連結） 14 年３月期 4,403,230株  13 年３月期 410,323株 

店 
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平成 14 年３月期  決算短信（連結） 

平成 17 年４月 14 日 
会 社 名 日本システム技術株式会社         登録銘柄 
コード 番号 ４３２３                 本社所在都道府県   大阪府 
（ＵＲＬ http://www.jast.com）  
問い合わせ先  責任者役職名 執行役員財務部長 
        氏    名 大 門 紀 章      ＴＥＬ（０６）６４５６－３９０１     
決算取締役会開催日  平成 14 年５月 15 日 
米国会計基準採用の有無   有 ・ 無 
 

１．14 年３月期の連結業績（平成 13 年４月１日～平成 14 年３月 31 日） 
(1) 連結経営成績                           （百万円未満切捨て） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  
 
14 年３月期 
13 年３月期 

百万円   ％ 

6,939（12.1） 
6,192（14.9） 

百万円   ％ 

658（△11.3） 
742  （26.3） 

百万円   ％ 

606（△15.9） 
721  （31.7） 

 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整 後 
1 株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 

 
14 年３月期 
13 年３月期 

百万円   ％ 

181（△4.3） 
189（△5.6） 

円 銭 

 42   89 
634   86 

円 銭 
   ― 
   ― 

％ 

   9.9 
   13.5 

％ 

  12.9 
  16.0 

％ 

8.7 
11.7 

 

(注) 1．持分法投資損益     14年３月期 ― 百万円  13年３月期 ― 百万円 

   2．期中平均株式数（連結） 14年３月期 4,223,230株  13年３月期 298,143 株 

   3．平成 13年８月１日付で株式１株につき10 株の株式分割を行っております。なお、１株当たり 

     当期純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

   4．会計処理の方法の変更   有 ・ 無 

   5．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  
 
14 年３月期 
13 年３月期 

百万円 

4,585 
4,845 

百万円 

2,036 
1,628 

％ 

  44.4 
  33.6 

円  銭 

  462   45 
3,968   94 

 

（注） 期末発行済株式数（連結） 14 年３月期 4,403,230株  13 年３月期 410,323株 

店 
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平成 14 年３月期  決算短信（連結） 

平成 17 年４月 14 日 
会 社 名 日本システム技術株式会社         登録銘柄 
コード 番号 ４３２３                 本社所在都道府県   大阪府 
（ＵＲＬ http://www.jast.com）  
問い合わせ先  責任者役職名 執行役員財務部長 
        氏    名 大 門 紀 章      ＴＥＬ（０６）６４５６－３９０１     
決算取締役会開催日  平成 14 年５月 15 日 
米国会計基準採用の有無   有 ・ 無 
 

１．14 年３月期の連結業績（平成 13 年４月１日～平成 14 年３月 31 日） 
(1) 連結経営成績                           （百万円未満切捨て） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  
 
14 年３月期 
13 年３月期 

百万円   ％ 

6,939（12.1） 
6,192（14.9） 

百万円   ％ 

658（△11.3） 
742  （26.3） 

百万円   ％ 

606（△15.9） 
721  （31.7） 

 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整 後 
1 株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 

 
14 年３月期 
13 年３月期 

百万円   ％ 

181（△4.3） 
189（△5.6） 

円 銭 

 42   89 
634   86 

円 銭 
   ― 
   ― 

％ 

   9.9 
   13.5 

％ 

  12.9 
  16.0 

％ 

8.7 
11.7 

 

(注) 1．持分法投資損益     14年３月期 ― 百万円  13年３月期 ― 百万円 

   2．期中平均株式数（連結） 14年３月期 4,223,230株  13年３月期 298,143 株 

   3．平成 13年８月１日付で株式１株につき10 株の株式分割を行っております。なお、１株当たり 

     当期純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

   4．会計処理の方法の変更   有 ・ 無 

   5．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  
 
14 年３月期 
13 年３月期 

百万円 

4,585 
4,845 

百万円 

2,036 
1,628 

％ 

  44.4 
  33.6 

円  銭 

  462   45 
3,968   94 

 

（注） 期末発行済株式数（連結） 14 年３月期 4,403,230株  13 年３月期 410,323株 

店 
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３.経営成績及び財政状態 

  
(1) 経営成績 

当期における我が国経済は、景気を支える柱である個人消費と民間設備投資に力強さが欠ける状況のなか、四

半期別名目･実質ＧＤＰ成長率が、３期連続で前期比マイナス（内閣府「国民経済計算」速報）となり、また主

要企業の四半期業況判断指数は４期連続でマイナス（日銀短観）となる等、昨年度に引き続き厳しい景気状況が

続きました。 

こうした中、情報サービス業界につきましては、情報通信分野における製品開発競争およびサービスの普及競

争、インターネットを活用した新たなビジネスモデルの拡大、ブロードバンドの普及に伴う関連サービスの拡大、

企業の経営改革や各種業界の再編成に伴う情報インフラの再構築などの需要喚起材料に恵まれ、経済産業省の

「特定サービス産業動態統計速報」において、売上の対前年同月比が平成14年２月まで22ヵ月連続で増加を記録

していることに見られるとおり、全般的な景気低迷の局面下にあって、堅調に推移いたしました。 

このような状況下、当社グループにおける事業の種類別セグメントの業績は次のとおりとなりました。 

まず、ソフトウェア事業につきましては、昨年度に引き続き、携帯端末を中心とした情報通信関連の開発案件

の増加、次世代勘定系システムの開発をはじめとした金融関連開発案件の拡大等に恵まれ、順調に推移いたしま

した。この結果、売上高は60億34百万円（前連結会計年度比10.1％増）営業利益は8億43百万円（同21.3％増）

の増収･増益となりました。 

また、パッケージ事業につきましては、主力製品の学校事務支援統合システムの導入に伴う関連システム開発

の拡大等により売上高は12億1百万円（前連結会計年度比49.8％増）となったのに対し、新製品開発および既存

製品のヴァージョンアップの積極推進等に伴う研究開発費3億73百万円（同116.5％増）の発生により、営業利益

は1億11百万円（同20.2％減）の増収･減益となりました。 

上記の結果、当社グループ全体では、当期の売上高は72億36百万円（前連結会計年度比15.1％増）、経常利益

は9億3百万円（同10.9％増）となり、それぞれ過去最高額を更新いたしました。 

また、退職給付に係る会計基準の適用に伴う会計基準変更時差異につきまして、前連結会計年度に全額一括費

用処理を行っていたため、特別損益の部が前期より大幅に改善され、その結果、当期純利益は4億77百万円（前

連結会計年度比69.4％増）となりました。 

さて、今後の経営環境につきましては、国内景気に一部下げ止まりの兆しがみられるものの、依然として厳し

い状況が続くと言われておりますが、こうした不安定な環境下、当社グループにおきましては、金融分野におけ

るシステム化需要の増加、情報通信分野における製品･サービスの開発競争の継続、および各種情報系システム

への投資の活発化等の好材料が見込まれており、引き続き比較的堅調な状況が続くと考えております。 

こうした状況を踏まえ、当社グループの平成15年３月期の通期業績見通しにつきましては、売上高78億62百万

円（当連結会計年度比8.6％増）、経常利益10億10百万円（同11.8％増）、当期純利益5億42百万円（同13.5％

増）の増収･増益を見込んでおります。当社グループとしましては、既存顧客との長期取引関係の更なる強化、

的確なＩＴソリューション提案による新規顧客開拓、納期と品質の遵守等の施策により最適のサービスを提供し、

顧客のニーズに的確に応えていくことにより、この業績見通しの達成と今後の更なる業績向上を確実なものとす

るべく、今後の事業展開を図ってまいる所存であります。 
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(2) 財政状態 

① 資産、負債および資本の状況 

まず、当連結会計年度末における資産の状況につきましては、当社グループの財政状態に重要な影響を与え

る事象は発生しておらず、その金額につきましても流動資産が38億69百万円（前連結会計年度末比0.1％増）、

固定資産が11億25百万円（同4.5％増）と、前連結会計年度末と比べ大きくは変化しておりません 

次に、当連結会計年度末における流動負債の残高は20億76百万円（前連結会計年度末より2億2百万円減）と

なりました。これは主として長期借入金の返済により、同１年以内返済予定分の残高が38百万円（同2億28百

万円減）となったことによるものであります。また、この長期借入金の返済等により、固定負債の残高は25億

50百万円（同6億55百万円減）となりました。 

最後に、当連結会計年度末における資本の合計残高は24億26百万円（前連結会計年度末より7億4百万円増）

となりました。これは主として新株発行による増資に伴う資本金の増加（同1億2百万円増）および資本準備金

の増加（同1億62百万円増）、ならびに当期利益計上に伴う連結剰余金の増加（同4億40百万円増）によるもの

であります。なお、この資本の合計残高の増により、株主資本比率は前連結会計年度末より13.7ポイント上昇

し、48.5％となりました。 

② キャッシュ･フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」といいます）の状況は、期首の

資金残高が7億16百万円であったのに対し、売上債権の増加、新株発行による収入、長期借入金の返済および

法人税等の支払に伴う支出等の結果、期首に比べ3億32百万円減少し、当連結会計年度末には3億83百万円とな

りました。 

なお、各キャッシュ･フローの状況は次のとおりであります。 

まず、営業活動の結果得られた資金は前連結会計年度比53.1％減の1億65百万円となりました。これは当連

結会計年度における税金等調整前当期純利益が前連結会計年度比81.5％増の8億95百万円であったのに対し、

売上債権の増加による減額4億42百万円および法人税等の支払4億28百万円等があったことによるものでありま

す。 

次に、投資活動の結果得られた資金は前連結会計年度比5.6％増の78百万円となりました。これは定期預金

の払戻と預入の差額1億75百万円、および投資有価証券の取得に伴う支出40百万円等によるものであります。 

最後に、財務活動の結果使用した資金は前連結会計年度比297.2％増の5億74百万円となりました。これは主

として長期借入金の全額返済に伴う支出7億23百万円、および新株発行に伴う収入2億55百万円等の結果であり

ます。 

③ 今後の見通し 

平成15年３月期における当社グループの財政状態につきましては、重大な影響を与える事象は現状では見込

まれておらず、通常の事業活動に伴う変動に止まるものと考えております。 
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３.経営成績及び財政状態 

  
(1) 経営成績 

当期における我が国経済は、景気を支える柱である個人消費と民間設備投資に力強さが欠ける状況のなか、四

半期別名目･実質ＧＤＰ成長率が、３期連続で前期比マイナス（内閣府「国民経済計算」速報）となり、また主

要企業の四半期業況判断指数は４期連続でマイナス（日銀短観）となる等、昨年度に引き続き厳しい景気状況が

続きました。 

こうした中、情報サービス業界につきましては、情報通信分野における製品開発競争およびサービスの普及競

争、インターネットを活用した新たなビジネスモデルの拡大、ブロードバンドの普及に伴う関連サービスの拡大、

企業の経営改革や各種業界の再編成に伴う情報インフラの再構築などの需要喚起材料に恵まれ、経済産業省の

「特定サービス産業動態統計速報」において、売上の対前年同月比が平成14年２月まで22ヵ月連続で増加を記録

していることに見られるとおり、全般的な景気低迷の局面下にあって、堅調に推移いたしました。 

このような状況下、当社グループにおける事業の種類別セグメントの業績は次のとおりとなりました。 

まず、ソフトウェア事業につきましては、昨年度に引き続き、携帯端末を中心とした情報通信関連の開発案件

の増加、次世代勘定系システムの開発をはじめとした金融関連開発案件の拡大等に恵まれ、順調に推移いたしま

した。この結果、売上高は60億34百万円（前連結会計年度比10.1％増）営業利益は8億43百万円（同21.3％増）

の増収･増益となりました。 

また、パッケージ事業につきましては、主力製品の学校事務支援統合システムの導入に伴う関連システム開発

の拡大等により売上高は９億４百万円（前連結会計年度比27.6％増）となったのに対し、新製品開発および既存

製品のヴァージョンアップの積極推進等に伴う研究開発費3億73百万円（同116.5％増）の発生により、営業損失

は１億85百万円となりました。 

上記の結果、当社グループ全体では、当期の売上高は69億39百万円（前連結会計年度比12.1％増）、経常利益

は6億6百万円（同15.9％減）となりました。 

また、退職給付に係る会計基準の適用に伴う会計基準変更時差異につきまして、前連結会計年度に全額一括費

用処理を行っていたため、特別損益の部が前期より大幅に改善されたものの、当期純利益は1億81百万円（前連

結会計年度比4.3％減）となりました。 

さて、今後の経営環境につきましては、国内景気に一部下げ止まりの兆しがみられるものの、依然として厳し

い状況が続くと言われておりますが、こうした不安定な環境下、当社グループにおきましては、金融分野におけ

るシステム化需要の増加、情報通信分野における製品･サービスの開発競争の継続、および各種情報系システム

への投資の活発化等の好材料が見込まれており、引き続き比較的堅調な状況が続くと考えております。 

こうした状況を踏まえ、当社グループの平成15年３月期の通期業績見通しにつきましては、売上高78億62百万

円、経常利益10億10百万円、当期純利益5億42百万円の増収･増益を見込んでおります。当社グループとしまして

は、既存顧客との長期取引関係の更なる強化、的確なＩＴソリューション提案による新規顧客開拓、納期と品質

の遵守等の施策により最適のサービスを提供し、顧客のニーズに的確に応えていくことにより、この業績見通し

の達成と今後の更なる業績向上を確実なものとするべく、今後の事業展開を図ってまいる所存であります。 
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(2) 財政状態 

① 資産、負債および資本の状況 

まず、当連結会計年度末における資産の状況につきましては、当社グループの財政状態に重要な影響を与え

る事象は発生しておらず、その金額につきましても流動資産が34億60百万円（前連結会計年度末比8.2％減）、

固定資産が11億25百万円（同4.5％増）と、前連結会計年度末と比べ大きくは変化しておりません 

次に、当連結会計年度末における流動負債の残高は20億57百万円（前連結会計年度末より2億17百万円減）

となりました。これは主として長期借入金の返済により、同１年以内返済予定分の残高が38百万円（同2億28

百万円減）となったことによるものであります。また、この長期借入金の返済等により、負債合計の残高は25

億30百万円（同6億69百万円減）となりました。 

最後に、当連結会計年度末における資本の合計残高は20億36百万円（前連結会計年度末より4億7百万円増）

となりました。これは主として新株発行による増資に伴う資本金の増加（同1億2百万円増）および資本準備金

の増加（同1億62百万円増）、ならびに当期利益計上に伴う連結剰余金の増加（同1億43百万円増）によるもの

であります。なお、この資本の合計残高の増により、株主資本比率は前連結会計年度末より10.8ポイント上昇

し、44.4％となりました。 

② キャッシュ･フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」といいます）の状況は、期首の

資金残高が7億16百万円であったのに対し、売上債権の増加、新株発行による収入、長期借入金の返済および

法人税等の支払に伴う支出等の結果、期首に比べ3億32百万円減少し、当連結会計年度末には3億83百万円とな

りました。 

なお、各キャッシュ･フローの状況は次のとおりであります。 

まず、営業活動の結果得られた資金は前連結会計年度比53.1％減の1億65百万円となりました。これは当連

結会計年度における税金等調整前当期純利益が前連結会計年度比49.5％増の5億98百万円であったのに対し、

売上債権の増加による減額1億32百万円および法人税等の支払4億28百万円等があったことによるものでありま

す。 

次に、投資活動の結果得られた資金は前連結会計年度比5.6％増の78百万円となりました。これは定期預金

の払戻と預入の差額1億75百万円、および投資有価証券の取得に伴う支出40百万円等によるものであります。 

最後に、財務活動の結果使用した資金は前連結会計年度比297.2％増の5億74百万円となりました。これは主

として長期借入金の全額返済に伴う支出7億23百万円、および新株発行に伴う収入2億55百万円等の結果であり

ます。 

③ 今後の見通し 

平成15年３月期における当社グループの財政状態につきましては、重大な影響を与える事象は現状では見込

まれておらず、通常の事業活動に伴う変動に止まるものと考えております。 
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５．連結財務諸表等 

（１）比較連結貸借対照表 

     （単位：千円）

前連結会計年度 
（平成13年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成14年３月31日現在） 

期  別 

 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 

（資 産 の 部）  ％  ％  
Ⅰ 流 動 資 産      

１． 現 金 及 び 預 金 1,703,491  1,194,812  △508,678 

２． 受取手形及び売掛金 1,718,075  2,175,276  457,201 

３． た な 卸 資 産 234,360  294,609  60,249 

４． 繰 延 税 金 資 産 134,319  136,157  1,837 

５． そ の 他 80,926  72,818  △8,107 

 貸 倒 引 当 金  △ 4,959  △4,241  718 

 流 動 資 産 合 計 3,866,213 78.2 3,869,433 77.5 3,219 
Ⅱ 固 定 資 産      

１． 有 形 固 定 資 産      

(1) 建 物 及 び 構 築 物 137,899  129,650  △8,248 

(2) 土 地 142,361  142,361  － 

(3) そ の 他 29,503  27,622  △1,881 

 有 形 固 定 資 産 合 計 309,763 6.3 299,634 6.0 △10,129 
２． 無 形 固 定 資 産      

(1) そ の 他 22,352  30,701  8,349 

 無 形 固 定 資 産 合 計 22,352 0.4 30,701 0.6 8,349 
３． 投 資 そ の 他 の 資 産      

(1) 投 資 有 価 証 券 41,624  73,832  32,207 

(2) 長 期 貸 付 金 8,094  7,494  △600 

(3) 繰 延 税 金 資 産 240,988  253,507  12,519 

(4) 差 入 保 証 金 210,861  210,984  123 

(5) そ の 他 331,250  329,297  △1,952 

 貸 倒 引 当 金  △ 88,479  △80,064  8,415 

 投 資その他の資産合計 744,340 15.1 795,053 15.9 50,712 

 固 定 資 産 合 計 1,076,456 21.8 1,125,388 22.5 48,932 

 資 産 合 計 4,942,669 100.0 4,994,821 100.0 52,152 
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     （単位：千円）

前連結会計年度 
（平成13年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成14年３月31日現在） 

期  別 

 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  
Ⅰ 流 動 負 債       

１． 支払手形及び買掛金  370,801  495,268  124,467 

２． 短 期 借 入 金  687,179  605,524  △81,654 

３． 1年以内返済予定の長期借入金 266,600  38,000  △228,600 

４． 未 払 法 人 税 等  245,928  245,665  △262 

５． 賞 与 引 当 金  404,634  399,833  △4,801 

６． そ の 他  304,502  292,487  △12,015 

 流 動 負 債 合 計  2,279,645 46.1 2,076,778 41.6 △202,866 
Ⅱ 固 定 負 債       

１． 長 期 借 入 金  495,340  －  △495,340 

２． 退 職 給 付 引 当 金  318,558  350,399  31,840 

３． 役員退職慰労引当金  107,603  119,042  11,439 

４． そ の 他  4,025  3,925  △100 

 固 定 負 債 合 計  925,527 18.7 473,366 9.5 △452,160 

 負 債 合 計 3,205,172 64.8 2,550,145 51.1 △655,026 

        

（少数株主持分）      
 少 数 株 主 持 分  16,024 0.3 18,650 0.4 2,625 

        

        

（ 資 本 の 部 ）      
Ⅰ 資 本 金  413,187 8.4 515,187 10.3 102,000 

Ⅱ 資 本 準 備 金  314,625 6.4 477,525 9.6 162,900 

Ⅲ 連 結 剰 余 金  994,503 20.1 1,434,689 28.7 440,186 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  7,946 0.2 6,465 0.1 △1,480 

Ⅴ 為替換算調整勘定  △8,789 △0.2 △7,843 △0.2 946 

 資 本 合 計 1,721,472 34.9 2,426,025 48.5 704,553 

 負債、少数株主持分及び資本合計  
 

4,942,669 100.0 4,994,821 100.0 52,152 
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（２）比較連結損益計算書 

   （単位：千円）

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

増 減 

  ％  ％  

Ⅰ 売 上 高 6,285,535 100.0 7,236,084 100.0 950,548 

Ⅱ 売 上 原 価  4,495,944 71.5 5,058,162 69.9 562,217 

 売 上 総 利 益 1,789,590 28.5 2,177,922 30.1 388,331 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   954,653 15.2 1,222,713 16.9 268,060 

 営 業 利 益 834,937 13.3 955,208 13.2 120,271 

Ⅳ 営 業 外 収 益 28,679 0.5 26,296 0.4 △2,383 

１． 受 取 利 息 2,052  1,088  △964 

２． 受 取 配 当 金 212  165  △47 

３． 賃 貸 収 入 18,508  17,635  △872 

４． 受 取 手 数 料 2,916  2,648  △268 

５． そ の 他 4,989  4,758  △231 

Ⅴ 営 業 外 費 用 49,210 0.8 78,087 1.1 28,876 

１． 支 払 利 息 33,556  23,725  △9,830 

２． 賃 貸 費 用 10,353  10,514  160 

３． 新 株 発 行 費 －  9,692  9,692 

４． 上 場 関 連 費 用 －  33,749  33,749 

５． そ の 他 5,300  405  △3,421 

 経 常 利 益 814,406 13.0 903,417 12.5 89,011 

Ⅵ 特 別 利 益 11,575 0.2 6,107 0.1 △5,468 

１． 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 6,311  6,107  △203 

２． 投資有価証券売却益 1,780  －  △1,780 

３． 転 換 差 益 3,000  －  △3,000 

４． そ の 他 483  －  △483 

Ⅶ 特 別 損 失 332,547 5.3 13,907 0.2 △318,639 

１． 固 定 資 産 除 却 損 4,669  1,181  △3,488 

２． 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 20,557  6,952  △13,605 

３． 退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 295,718  －  △295,718 

４． 投資有価証券評価損 －  5,773  5,773 

５． そ の 他 11,601  －  △11,601 

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 493,434 7.9 895,617 12.4 402,183 

 法人税､住民税及び事業税 402,227 6.4 428,418 5.9 26,190 

 法 人 税 等 調 整 額 △193,778 △3.1 △13,285 △0.2 180,493 

 少 数 株 主 利 益 2,783 0.1 2,526 0.1 △256 

 当 期 純 利 益 282,202 4.5 477,958 6.6 195,755 
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（３）比較連結剰余金計算書 

  
 （単位：千円） 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

増 減 

Ⅰ 連結剰余金期首残高 741,190 994,503 253,312 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高 28,890 37,771 8,881 

１． 配 当 金 17,640 23,851 6,211 

２． 役 員 賞 与 11,250 13,920 2,670 

Ⅲ 当 期 純 利 益 282,202 477,958 195,755 

Ⅳ 連結剰余金期末残高 994,503 1,434,689 440,186 
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５．連結財務諸表等 

（１）比較連結貸借対照表 

     （単位：千円）

前連結会計年度 
（平成13年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成14年３月31日現在） 

期  別 

 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 

（資 産 の 部）  ％  ％  
Ⅰ 流 動 資 産      

１． 現 金 及 び 預 金 1,703,491  1,194,812  △508,678 

２． 受取手形及び売掛金 1,620,505  1,766,024  145,518 

３． た な 卸 資 産 234,360  294,609  60,249 

４． 繰 延 税 金 資 産 134,319  136,157  1,837 

５． そ の 他 80,926  72,818  △8,107 

 貸 倒 引 当 金  △ 4,959  △4,241  718 

 流 動 資 産 合 計 3,768,643 77.8 3,460,180 75.5 △308,463 
Ⅱ 固 定 資 産      

１． 有 形 固 定 資 産      

(1) 建 物 及 び 構 築 物 137,899  129,650  △8,248 

(2) 土 地 142,361  142,361  － 

(3) そ の 他 29,503  27,622  △1,881 

 有 形 固 定 資 産 合 計 309,763 6.4 299,634 6.5 △10,129 
２． 無 形 固 定 資 産      

(1) そ の 他 22,352  30,701  8,349 

 無 形 固 定 資 産 合 計 22,352 0.4 30,701 0.7 8,349 
３． 投 資 そ の 他 の 資 産      

(1) 投 資 有 価 証 券 41,624  73,832  32,207 

(2) 長 期 貸 付 金 8,094  7,494  △600 

(3) 繰 延 税 金 資 産 240,988  253,507  12,519 

(4) 差 入 保 証 金 210,861  210,984  123 

(5) そ の 他 331,250  329,297  △1,952 

 貸 倒 引 当 金  △ 88,479  △80,064  8,415 

 投 資その他の資産合計 744,340 15.4 795,053 17.3 50,712 

 固 定 資 産 合 計 1,076,456 22.2 1,125,388 24.5 48,932 

 資 産 合 計 4,845,100 100.0 4,585,569 100.0 △259,530 
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     （単位：千円）

前連結会計年度 
（平成13年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成14年３月31日現在） 

期  別 

 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  
Ⅰ 流 動 負 債       

１． 支払手形及び買掛金  370,801  495,268  124,467 

２． 短 期 借 入 金  687,179  605,524  △81,654 

３． 1年以内返済予定の長期借入金 266,600  38,000  △228,600 

４． 未 払 法 人 税 等  245,928  245,665  △262 

５． 賞 与 引 当 金  404,634  399,833  △4,801 

６． そ の 他  299,856  272,998  △26,857 

 流 動 負 債 合 計  2,274,998 47.0 2,057,290 44.9 △217,708 
Ⅱ 固 定 負 債       

１． 長 期 借 入 金  495,340  －  △495,340 

２． 退 職 給 付 引 当 金  318,558  350,399  31,840 

３． 役員退職慰労引当金  107,603  119,042  11,439 

４． そ の 他  4,025  3,925  △100 

 固 定 負 債 合 計  925,527 19.1 473,366 10.3 △452,160 

 負 債 合 計 3,200,526 66.1 2,530,657 55.2 △669,868 

        

（少数株主持分）      
 少 数 株 主 持 分  16,024 0.3 18,650 0.4 2,625 

        

        

（ 資 本 の 部 ）      
Ⅰ 資 本 金  413,187 8.5 515,187 11.2 102,000 

Ⅱ 資 本 準 備 金  314,625 6.5 477,525 10.4 162,900 

Ⅲ 連 結 剰 余 金  901,579 18.6 1,044,925 22.8 143,345 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  7,946 0.2 6,465 0.1 △1,480 

Ⅴ 為替換算調整勘定  △8,789 △0.2 △7,843 △0.1 946 

 資 本 合 計 1,628,548 33.6 2,036,261 44.4 407,712 

 負債、少数株主持分及び資本合計  
 

4,845,100 100.0 4,585,569 100.0 △259,530 
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（２）比較連結損益計算書 

   （単位：千円）

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

増 減 

  ％  ％  

Ⅰ 売 上 高 6,192,611 100.0 6,939,243 100.0 746,631 

Ⅱ 売 上 原 価  4,495,944 72.6 5,058,162 72.9 562,217 

 売 上 総 利 益 1,696,666 27.4 1,881,081 27.1 184,414 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   954,653 15.4 1,222,713 17.6 268,060 

 営 業 利 益 742,013 12.0 658,367 9.5 △83,645 

Ⅳ 営 業 外 収 益 28,679 0.5 26,296 0.3 △2,383 

１． 受 取 利 息 2,052  1,088  △964 

２． 受 取 配 当 金 212  165  △47 

３． 賃 貸 収 入 18,508  17,635  △872 

４． 受 取 手 数 料 2,916  2,648  △268 

５． そ の 他 4,989  4,758  △231 

Ⅴ 営 業 外 費 用 49,210 0.8 78,087 1.1 28,876 

１． 支 払 利 息 33,556  23,725  △9,830 

２． 賃 貸 費 用 10,353  10,514  160 

３． 新 株 発 行 費 －  9,692  9,692 

４． 上 場 関 連 費 用 －  33,749  33,749 

５． そ の 他 5,300  405  △4,895 

 経 常 利 益 721,482 11.7 606,577 8.7 △114,905 

Ⅵ 特 別 利 益 11,575 0.2 6,107 0.1 △5,468 

１． 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 6,311  6,107  △203 

２． 投資有価証券売却益 1,780  －  △1,780 

３． 転 換 差 益 3,000  －  △3,000 

４． そ の 他 483  －  △483 

Ⅶ 特 別 損 失 332,547 5.4 13,907 0.2 △318,639 

１． 固 定 資 産 除 却 損 4,669  1,181  △3,488 

２． 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 20,557  6,952  △13,605 

３． 退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 295,718  －  △295,718 

４． 投資有価証券評価損 －  5,773  5,773 

５． そ の 他 11,601  －  △11,601 

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 400,511 6.5 598,776 8.6 198,265 

 法人税､住民税及び事業税 402,227 6.5 428,418 6.2 26,190 

 法 人 税 等 調 整 額 △193,778 △3.1 △13,285 △0.2 180,493 

 少 数 株 主 利 益 2,783 0.0 2,526 0.0 △256 

 当 期 純 利 益 189,278 3.1 181,117 2.6 △8,161 



[訂正後] 

- 12 - 
 

 

（３）比較連結剰余金計算書 

  
 （単位：千円） 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

増 減 

Ⅰ 連結剰余金期首残高 741,190 901,579 160,388 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高 28,890 37,771 8,881 

１． 配 当 金 17,640 23,851 6,211 

２． 役 員 賞 与 11,250 13,920 2,670 

Ⅲ 当 期 純 利 益 189,278 181,117 △8,161 

Ⅳ 連結剰余金期末残高 901,579 1,044,925 143,345 

 



[訂正前] 
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（４）比較連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期 別 

 

科 目 金 額 金 額 

増 減 

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 493,434 895,617 402,183 

 減 価 償 却 費 36,812 29,340 △7,472 

 ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 10,057 15,161 5,103 

 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 6,781 － △6,781 

 賞 与 引 当 金 の 増 減 ( △ ) 額 98,480 △4,801 △103,281 

 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 318,558 31,840 △286,718 

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △2,265 △1,253 1,011 

 支 払 利 息 33,556 23,725 △9,830 

 役 員 賞 与 の 支 払 額 △11,250 △13,920 △2,670 

 売 上 債 権 の 増 加 額 △346,430 △443,851 △97,420 

 た な 卸 資 産 の 増 加 額 △59,435 △60,220 △785 

 仕 入 債 務 の 増 加 額 178,293 124,540 △53,753 

 そ の 他 16,128 19,132 3,003 

 小  計 772,723 615,311 △157,411 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,766 1,684 △82 

 利 息 の 支 払 額 △35,895 △22,651 13,244 

 法 人 税 等 の 支 払 額 △385,506 △428,680 △43,174 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 353,087 165,663 △187,424 

     

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー    

 定 期 預 金 の 減 少 額 113,853 175,874 62,020 

 有形固定資産の取得による支出 △19,760 △19,905 △145 

 投資有価証券の取得による支出 － △40,659 △40,659 

 ソフトウェアの取得による支出 △8,573 △23,089 △14,516 

 そ の 他 △11,220 △13,780 △2,560 

 投資活動によるキャッシュ・フロー 74,300 78,439 4,139 

     

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短 期 借 入 金 の 減 少 額 △16,503 △81,654 △65,151 

 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 40,000 － △40,000 

 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △400,440 △723,940 △323,500 

 新 株 発 行 に よ る 収 入 249,998 255,207 5,209 

 配 当 金 の 支 払 額 △17,640 △23,851 △6,211 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △144,585 △574,238 △429,653 

     

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △668 △2,668 △2,000 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 282,133 △332,804 △614,937 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 434,242 716,375 282,133 

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 716,375 383,571 △332,804 

 



[訂正後] 
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（４）比較連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期 別 

 

科 目 金 額 金 額 

増 減 

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 400,511 598,776 198,265 

 減 価 償 却 費 36,812 29,340 △7,472 

 ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 10,057 15,161 5,103 

 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 6,781 － △6,781 

 賞 与 引 当 金 の 増 減 ( △ ) 額 98,480 △4,801 △103,281 

 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 318,558 31,840 △286,718 

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △2,265 △1,253 1,011 

 支 払 利 息 33,556 23,725 △9,830 

 役 員 賞 与 の 支 払 額 △11,250 △13,920 △2,670 

 売 上 債 権 の 増 加 額 △248,860 △132,168 116,692 

 た な 卸 資 産 の 増 加 額 △59,435 △60,220 △785 

 仕 入 債 務 の 増 加 額 178,293 124,540 △53,753 

 そ の 他 11,482 4,290 △7,192 

 小  計 772,723 615,311 △157,411 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,766 1,684 △82 

 利 息 の 支 払 額 △35,895 △22,651 13,244 

 法 人 税 等 の 支 払 額 △385,506 △428,680 △43,174 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 353,087 165,663 △187,424 

     

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー    

 定 期 預 金 の 減 少 額 113,853 175,874 62,020 

 有形固定資産の取得による支出 △19,760 △19,905 △145 

 投資有価証券の取得による支出 － △40,659 △40,659 

 ソフトウェアの取得による支出 △8,573 △23,089 △14,516 

 そ の 他 △11,220 △13,780 △2,560 

 投資活動によるキャッシュ・フロー 74,300 78,439 4,139 

     

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短 期 借 入 金 の 減 少 額 △16,503 △81,654 △65,151 

 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 40,000 － △40,000 

 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △400,440 △723,940 △323,500 

 新 株 発 行 に よ る 収 入 249,998 255,207 5,209 

 配 当 金 の 支 払 額 △17,640 △23,851 △6,211 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △144,585 △574,238 △429,653 

     

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △668 △2,668 △2,000 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 282,133 △332,804 △614,937 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 434,242 716,375 282,133 

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 716,375 383,571 △332,804 

 



[訂正前] 

－  － 
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（税効果会計関係） 
 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （単位：千円） 
      前連結会計年度     当連結会計年度 
        （平成13年３月31日現在）（平成14年３月31日現在） 
① 流 動 の 部    

 繰 延 税 金 資 産     

 賞 与 引 当 金  112,477  113,643 

 未 払 事 業 税  19,259  19,784 

 そ の 他  2,582  2,729 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  134,319  136,157 

② 固 定 の 部     

 繰 延 税 金 資 産     

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  45,193  49,997 

 退 職 給 付 引 当 金  133,794  147,167 

 
 
貸 倒 引 当 金  37,258  33,620 

 賃 貸 用 土 地 評 価 損  23,809  23,809 

 国 内 子 会 社 繰 越 欠 損 金  2,544  ─ 

 そ の 他  9,808  7,845 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  252,409  262,440 

 繰 延 税 金 負 債     

 プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金  △5,667  △4,250 

 その他有価証券評価差額金  △5,754  △4,682 

 繰 延 税 金 負 債 合 計  △11,421  △8,932 

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  240,988  253,507 

 
 
 
 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主要な差異原因 
 

(単位：％) 
         前連結会計年度      当連結会計年度 
        （平成13年３月31日現在）（平成14年３月31日現在） 
①法 定 実 効 税 率  42.0  42.0 

 (調整)     

 交 際 費 等 永 久 差 異 項 目  1.2  0.8 

 同族会社の留保金額に対する税額  6.6  3.1 

 住 民 税 均 等 割  0.3  0.2 

 海 外 子 会 社 の 欠 損 金  △1.4  ─ 

 損金に算入された子会社株式評価損  △7.4  ─ 

 そ の 他  
 

0.9 
 
 0.3 

②税効果会計適用後の法人税等の負担率  42.2  46.4 

 



[訂正後] 

－  － 
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（税効果会計関係） 
 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （単位：千円） 
      前連結会計年度     当連結会計年度 
        （平成13年３月31日現在）（平成14年３月31日現在） 
① 流 動 の 部    

 繰 延 税 金 資 産     

 賞 与 引 当 金  112,477  113,643 

 未 払 事 業 税  19,259  19,784 

 そ の 他  2,582  2,729 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  134,319  136,157 

② 固 定 の 部     

 繰 延 税 金 資 産     

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  45,193  49,997 

 退 職 給 付 引 当 金  133,794  147,167 

 
 
貸 倒 引 当 金  37,258  33,620 

 賃 貸 用 土 地 評 価 損  23,809  23,809 

 国 内 子 会 社 繰 越 欠 損 金  2,544  ─ 

 売 上 訂 正 に よ る 差 額  40,979  171,886 

 そ の 他  9,808  7,845 

 繰 延 税 金 資 産 小 計  293,389  434,326 

 評 価 性 引 当 額  △40,979  △171,886 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  252,409  262,440 

 繰 延 税 金 負 債     

 プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金  △5,667  △4,250 

 その他有価証券評価差額金  △5,754  △4,682 

 繰 延 税 金 負 債 合 計  △11,421  △8,932 

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  240,988  253,507 

 
 
 
 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主要な差異原因 
 

(単位：％) 
         前連結会計年度      当連結会計年度 
        （平成13年３月31日現在）（平成14年３月31日現在） 

①法 定 実 効 税 率  42.0  42.0 

 (調整)     

 交 際 費 等 永 久 差 異 項 目  1.2  0.8 

 同族会社の留保金額に対する税額  6.6  3.1 

 住 民 税 均 等 割  0.3  0.2 

 海 外 子 会 社 の 欠 損 金  △1.4  ─ 

 損金に算入された子会社株式評価損  △7.4  ─ 

 売 上 訂 正 に よ る 影 響  9.8  22.9 

 そ の 他  0.9  0.3 

②税効果会計適用後の法人税等の負担率  52.0  69.3 

 



[訂正前] 

－  － 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

 前連結会計年度（自平成12年４月１日 至平成13年３月31日） （単位：千円）

 ソフトウェア事業 パッケージ事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売 上 高      

１．外部顧客に対する売上高 5,483,718 801,816 6,285,535 － 6,285,535 
２．セグメント間の内部売上 
  高 又 は 振 替 高 

－ 2,773 2,773 △2,773 － 

計 5,483,718 804,589 6,288,308 △2,773 6,285,535 

営 業 費 用 4,788,255 665,146 5,453,371 △2,773 5,450,598 

営 業 利 益 695,493 139,443 834,937 － 834,937 

Ⅱ ． 資 産 、 減 価 償 却 費 
  及 び 資 本 的 支 出      

資 産 3,925,358 630,510 4,555,868 386,801 4,942,669 

減 価 償 却 費 32,062 11,526 43,589 3,376 46,965 

資 本 的 支 出 16,935 3,926 20,862 3,195 24,058 

 
 当連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日）                             （単位：千円） 

 ソフトウェア事業 パッケージ事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売 上 高      

１．外部顧客に対する売上高 6,034,891 1,201,192 7,236,084 － 7,236,084 
２．セグメント間の内部売上 
  高 又 は 振 替 高 

3,650 3,062 6,712 △ 6,712 － 

計 6,038,541 1,204,255 7,242,796 △ 6,712 7,236,084 

営 業 費 用 5,194,578 1,093,009 6,287,587 △ 6,712 6,280,875 

営 業 利 益 843,962 111,246 955,208 － 955,208 

Ⅱ ． 資 産 、 減 価 償 却 費 
  及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 3,719,661 858,953 4,578,615 416,206 4,994,821 

減 価 償 却 費 28,409 13,744 42,154 8,780 50,934 

資 本 的 支 出 17,926 23,557 41,483 1,511 42,995 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 



[訂正前] 

－  － 
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２．各区分に属する主要な製品は次のとおりであります。 

事 業 区 分 主 要 製 品 

ソフトウェア事業 ①ビジネスアプリケーション分野 

生産管理、販売管理、会計、統合ＯＡ、物流等のビジネスアプリケーション

システム開発 

②エンジニアリングアプリケーション分野 

移動体通信、交通管制、列車運行管理、自動車設計、構造解析、自動倉庫等

のエンジニアリングシステム開発 

③イベントアプリケーション分野 

国際スポーツ競技記録計測、プロ野球公式記録集計(ＢＩＳ)、博覧会運営管

理等のイベントアプリケーションシステム開発 

④Ｗｅｂ系システム 

インターネット･イントラネットを活用した証券業務、ショッピングモー

ル、通販・受発注等のシステム開発 

⑤アウトソーシングサービス 

コンピュータルームの運営、基幹システムの一括運営管理及びシステム保守

等のアウトソーシングサービス 

パッケージ事業 ①学校事務支援統合システム「ＧＡＫＵＥＮ」シリーズ、大学向け統合型Ｗｅ 

ｂサービスシステム「ＵＮＩＶＥＲＳＡＬ ＰＡＳＳＰＯＲＴ」等の開発、

販売 

②人事情報管理システム「ＳＬ－Ｊｉｎｊｉ」の販売及び導入指導 

③建築行政指導要綱データベースサービス「ＲＥＡＬ Ｎｅｔｗｏｒｋ」の

開発、販売 

 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、次のとおりです。      （単位：千円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 主 な 内 容 

消去又は全社の項目に

含めた全社資産の金額 
386,801 416,206 

有価証券、投資有価証券、賃貸用不動産

及び管理部門に係る資産、その他投資等 

   ４．減価償却費及び資本的支出にはソフトウェア及び同費用に係る償却額が含まれております。 

 

２．所在地別セグメント情報   

前連結会計年度（自平成12年４月１日  至平成13年３月31日）及び当連結会計年度（自平成13年４月１日     

至平成14年３月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割

合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

３．海外売上高 

 前連結会計年度（自平成12年４月１日  至平成13年３月31日）及び当連結会計年度（自平成13年４月１日     

至平成14年３月31日） 

  海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



[訂正後] 

－  － 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

 前連結会計年度（自平成12年４月１日 至平成13年３月31日） （単位：千円）

 ソフトウェア事業 パッケージ事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売 上 高      

１．外部顧客に対する売上高 5,483,718 708,893 6,192,611 － 6,192,611 
２．セグメント間の内部売上 
  高 又 は 振 替 高 

－ 2,773 2,773 △2,773 － 

計 5,483,718 711,666 6,195,385 △2,773 6,192,611 

営 業 費 用 4,788,225 665,146 5,453,371 △2,773 5,450,598 

営 業 利 益 695,493 46,519 742,013 － 742,013 

Ⅱ ． 資 産 、 減 価 償 却 費 
  及 び 資 本 的 支 出      

資 産 3,925,358 532,940 4,458,298 386,801 4,845,100 

減 価 償 却 費 32,062 11,526 43,589 3,376 46,965 

資 本 的 支 出 16,935 3,926 20,862 3,195 24,058 

 
 当連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日）                             （単位：千円） 

 ソフトウェア事業 パッケージ事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売 上 高      

１．外部顧客に対する売上高 6,034,891 904,352 6,939,243 － 6,939,243 
２．セグメント間の内部売上 
  高 又 は 振 替 高 

3,650 3,062 6,712 △ 6,712 － 

計 6,038,541 907,414 6,945,955 △ 6,712 6,939,243 

営 業 費 用 5,194,578 1,093,009 6,287,587 △ 6,712 6,280,875 

営業利益又は営業損失 843,962 △185,594 658,367 － 658,367 

Ⅱ ． 資 産 、 減 価 償 却 費 
  及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 3,719,661 449,701 4,169,362 416,206 4,585,569 

減 価 償 却 費 28,409 13,744 42,154 2,347 44,501 

資 本 的 支 出 17,926 23,557 41,483 1,511 42,995 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 



[訂正後] 

－  － 
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２．各区分に属する主要な製品は次のとおりであります。 

事 業 区 分 主 要 製 品 

ソフトウェア事業 ①ビジネスアプリケーション分野 

生産管理、販売管理、会計、統合ＯＡ、物流等のビジネスアプリケーション

システム開発 

②エンジニアリングアプリケーション分野 

移動体通信、交通管制、列車運行管理、自動車設計、構造解析、自動倉庫等

のエンジニアリングシステム開発 

③イベントアプリケーション分野 

国際スポーツ競技記録計測、プロ野球公式記録集計(ＢＩＳ)、博覧会運営管

理等のイベントアプリケーションシステム開発 

④Ｗｅｂ系システム 

インターネット･イントラネットを活用した証券業務、ショッピングモー

ル、通販・受発注等のシステム開発 

⑤アウトソーシングサービス 

コンピュータルームの運営、基幹システムの一括運営管理及びシステム保守

等のアウトソーシングサービス 

パッケージ事業 ①学校事務支援統合システム「ＧＡＫＵＥＮ」シリーズ、大学向け統合型Ｗｅ 

ｂサービスシステム「ＵＮＩＶＥＲＳＡＬ ＰＡＳＳＰＯＲＴ」等の開発、

販売 

②人事情報管理システム「ＳＬ－Ｊｉｎｊｉ」の販売及び導入指導 

③建築行政指導要綱データベースサービス「ＲＥＡＬ Ｎｅｔｗｏｒｋ」の

開発、販売 

 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、次のとおりです。      （単位：千円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 主 な 内 容 

消去又は全社の項目に

含めた全社資産の金額 
386,801 416,206 

有価証券、投資有価証券、賃貸用不動産

及び管理部門に係る資産、その他投資等 

   ４．減価償却費及び資本的支出にはソフトウェア及び同費用に係る償却額が含まれております。 

 

２．所在地別セグメント情報   

前連結会計年度（自平成12年４月１日  至平成13年３月31日）及び当連結会計年度（自平成13年４月１日     

至平成14年３月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割

合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

３．海外売上高 

 前連結会計年度（自平成12年４月１日  至平成13年３月31日）及び当連結会計年度（自平成13年４月１日     

至平成14年３月31日） 

  海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



[訂正前] 

－27－ 
 

 

（関連当事者との取引） 

 該当事項はありません。 

 

 

（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 １ 株 当 た り 純 資 産 額 4,195円41銭  １ 株 当 た り 純 資 産 額 550円96銭 

 １株当たり当期純利益 946円53銭  １株当たり当期純利益 113円17銭 

 (注) 当社の発行する株式は、平成13年11月６日付で日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録されたため、

期中平均株価が把握できませんので潜在株式調整後１株当たり当期純利益については記載しておりません。 

 

１株当たり指標遡及修正値 

決算短信に記載されている１株当たり指標を平成14年３月期の数値を100として、これまでに実施した株式分割等

に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。 

平成13年３月期 平成14年３月期  

中間 期末 中間 期末 

 

１株当たり当期純利益             

円 銭 

67  51 

円 銭 

94 65 

円 銭 

57  35 

円 銭 

113 17 

１ 株 当 た り 配 当 金             

  旧 株       

  新 株       

 

－ － 

－ － 

 

８ 00 

０ 28 

 

－ － 

－ － 

 

15 00 

－ － 

１ 株 当 た り 株 主 資 本             

 

460 35 419 54 467 05 550 96 

 （注）平成14年３月期に株式分割を実施 

    効力発生日 平成13年８月１日に１：10の株式分割 

 

 

 （重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

 



[訂正後] 

－27－ 
 

 

（関連当事者との取引） 

 該当事項はありません。 

 

 

（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 １ 株 当 た り 純 資 産 額 3,968円94銭  １ 株 当 た り 純 資 産 額 462円45銭 

 １株当たり当期純利益 634円86銭  １株当たり当期純利益 42円89銭 

 (注) 当社の発行する株式は、平成13年11月６日付で日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録されたため、

期中平均株価が把握できませんので潜在株式調整後１株当たり当期純利益については記載しておりません。 

 

１株当たり指標遡及修正値 

決算短信に記載されている１株当たり指標を平成14年３月期の数値を100として、これまでに実施した株式分割等

に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。 

平成13年３月期 平成14年３月期  

中間 期末 中間 期末 

 

１株当たり当期純利益             

円 銭 

19  53 

円 銭 

63  49 

円 銭 

23  88 

円 銭 

42 89 

１ 株 当 た り 配 当 金             

  旧 株       

  新 株       

 

－ － 

－ － 

 

８ 00 

０ 28 

 

－ － 

－ － 

 

15 00 

－ － 

１ 株 当 た り 株 主 資 本             

 

412 37 396 89 410 92 462 45 

 （注）平成14年３月期に株式分割を実施 

    効力発生日 平成13年８月１日に１：10の株式分割 

 

 

 （重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

 


